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令和８年度木津川市水道事業会計予算 

 

（総 則） 

第１条 令和８年度木津川市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１）給 水 戸 数       ３３，７００戸 

 （２）年間総配水量    ８，４５９，０００㎥ 

 （３）１日平均配水量       ２３，１７５㎥ 

 （４）主要な建設改良事業 

    ① 水道管路及び設備更新事業 

    ② 山城浄水場更新事業 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収     入 

 第１款 水道事業収益        ２，１９９，２２３千円 

  第１項 営 業 収 益       １，４８７，３１７千円 

  第２項 営業外収益         ７１１，９０５千円 

  第３項 特 別 利 益               １千円 

 

支     出 

 第１款 水道事業費用        ２，１５４，８４９千円 

  第１項 営 業 費 用       ２，１３２，２８８千円 

  第２項 営業外費用          １９，０６１千円 

  第３項 特 別 損 失             ５００千円 

  第４項 予 備 費           ３，０００千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額（翌年

度以降の支出の財源に充当する額２４，０００千円を除く）が資本的支出額に対し不

足する額１，３８５，４６８千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整

額１７８，０３０千円、過年度分損益勘定留保資金９０７，４３８千円及び繰越工事

資金３００，０００千円で補てんするものとする。） 



－2－ 

 

収     入 

 第１款 資本的収入         １，２５４，６６７千円 

  第１項 諸 分 担 金          ２７，９７４千円 

  第２項 工事負担金           ８，２１５千円 

  第３項 企 業 債          ２４，０００千円 

  第４項 他会計出資金         ５８９，７０２千円 

  第５項 他会計補助金             ８００千円 

  第６項 国庫補助金           ３，９７６千円 

  第７項 基金繰入金         ６００，０００千円 

 

支     出 

 第１款 資本的支出         ２，６１６，１３５千円 

  第１項 建設改良費       ２，５２３，１０２千円 

  第２項 企業債償還金          ９０，０３３千円 

  第３項 予 備 費           ３，０００千円 

 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定 

める。 

 

事  項 期 間 限度額 

水道施設照明ＬＥＤ化整備事業 
令和８年度から 

令和１９年度まで 
49,350千円 

加茂地区水道施設機器更新第３期

工事 

令和８年度から 

令和１０年度まで 
446,306千円 

給水車購入 
令和８年度から 

令和９年度まで 
25,000千円 
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（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定 

 める。 

 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

 

原浄水設備改

良事業 

千円 

14,600 

 

 

証書借入 

 

又は 

 

証券発行 

 

 

年 4.0％以

内（ただし、

利率見直し方

式で借り入れ

る資金につい

て、利率の見

直しを行った

後 に お い て

は、当該見直

し後の利率） 

 政府資金につい

ては、その融資条件

により、銀行その他

の場合にはその債

権者と協定すると

ころによる。 

 ただし、企業財政

の都合により据置

期間及び償還期限

を短縮し、又は、繰

上償還若しくは低

利に借換すること

ができる。 

 

配水及び給水

設備改良事業 

 

9,400 

計 24,000  ―   ―     ― 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと

定める。 

 （１） 水道事業費用 営業費用と営業外費用 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流

用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけ

ればならない。 

 （１） 職員給与費           ２１０，３１４千円 

 

（他会計からの補助金） 

第９条 水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、 

８９０千円である。 
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（たな卸資産の購入限度額） 

第１０条  たな卸資産の購入限度額は、７，０００千円と定める。 

 

令和８年２月２６日提出 

 

                      木津川市長  谷口 雄一 



 



 

 

 

令和８年度  

 

 

 

 

水道事業会計  

予算に関する説明書  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
京都府木津川市  

 



（１）　収　　　　入

予　定　額

1. 水道事業収益 ２,１９９,２２３

1 .営業収益 １,４８７,３１７

1 .給水収益 １,４８４,２０３

2 .受託工事収益 １

3 .他会計負担金 １,８８５

4 .その他営業収益 １,２２８

2 .営業外収益 ７１１,９０５

1 .受取利息 １

2 .下水道負担金 ６２,４２２

3 .他会計負担金 ６,７９２

4 .他会計補助金 ９０

5 .長期前受金戻入 ５１０,１７６

6 .引当金戻入益 １

7 .雑収益 １３２,４２３

3 .特別利益 １

1 .過年度損益修正益 １

２,１９９,２２３

令和８年度木津川市水道事業会計予算実施計画

１．収益的収入及び支出

款 項 目

収　　入　　合　　計
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（単位：千円）

1 .水道料金 １,４８４,２０３

1 .給水装置工事収益 １

1 .他会計負担金 １,８８５ 消火栓維持管理費分

1 .手数料 １,１５８ 指定手数料、設計審査手数料、工事検査手数料　他

2 .雑収益 ７０

1 .預金利息 １

1 .下水道負担金 ６２,４２２ 下水道使用料徴収委託料　他

1 .一般会計負担金 ６,７９２ 児童手当分、旧簡易水道事業企業債利子償還金分

1 .一般会計補助金 ９０ 過疎対策事業債利子償還金分

1 .長期前受金戻入 ５１０,１７６ 減価償却費分、除却費分　他

1 .引当金戻入益 １

1 .不用品売却益 １

2 .有料広告等収益 １,２７１ 有料広告料、ネーミングライツ料

3 .その他雑収益 １３１,１５１ 消費税還付金、職員駐車場使用料　他

1 .過年度損益修正益 １

備　　　　　　　　　　考
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（２）　支　　　　出

予　定　額

1. 水道事業費用 ２,１５４,８４９

1 .営業費用 ２,１３２,２８８

1 .原水及び浄水費 ８３４,９５４

2 .配水及び給水費 １６５,４８０

3 .総係費 １７６,９７２

款 項 目
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（単位：千円）

1 .給料 １９,９８２ 職員５名分

2 .手当 ９,３０４ 期末手当　他

3 .賞与引当金繰入額 ２,８４５ 翌年度賞与分（１２月～３月分）

4 .法定福利費 ９,０４７ 職員共済組合負担金　他

5 .法定福利費引当金繰入額 ５８１ 翌年度法定福利費分（１２月～３月分）

6 .備消品費 ５３３ 施設管理用消耗品　他

7 .委託料 ７８,１３８
水質検査業務委託料、機械装置保守点検業務委託料、
宿日直業務委託料、施設植栽管理業務委託料　他

8 .手数料 ３,９１０ 電気保安及びデマンド監視手数料　他

9 .賃借料 ５２０

10 .修繕費 ６０,５８７ 浄水施設修繕費　他

11 .動力費 １４４,０６１ 電気代

12 .薬品費 ７,４２９ 次亜塩素酸ナトリウム　他

13 .受水費 ４９８,０１７
京都府 483,206千円
奈良市 14,811千円

1 .給料 １４,６７５ 職員４名分

2 .手当 ８,１８３ 期末手当　他

3 .賞与引当金繰入額 １,８１１ 翌年度賞与分（１２月～３月分）

4 .法定福利費 ５,６７３ 職員共済組合負担金　他

5 .法定福利費引当金繰入額 ３４７ 翌年度法定福利費分（１２月～３月分）

6 .被服費 ３３９ 作業服等購入費

7 .備消品費 １,３１１ 給水修理用部品　他

8 .燃料費 １,１５８ 公用車燃料費　他

9 .印刷製本費 ２６８

10 .受託工事費 １

11 .委託料 ２６,５６４
漏水修理対応業務委託料、毎日水質検査委託料、施設
情報システム入力委託料　他

12 .賃借料 ６,６４３ テレメータ回線使用料、積算システムリース料　他

13 .修繕費 ９５,２６６ 配給水管修繕費、配水施設修繕費、量水器取替　他

14 .路面復旧費 ９２

15 .材料費 ３,１４９ 修繕工事材料、災害用材料

1 .報酬 ９,１９９ 会計年度任用職員４名分

2 .給料 ３４,１６１ 職員８名分

3 .手当 ２８,４４８ 期末手当　他

4 .賞与引当金繰入額 ５,４９４ 翌年度賞与分（１２月～３月分）

5 .法定福利費 １９,２２９ 職員共済組合負担金　他

6 .法定福利費引当金繰入額 １,１０６ 翌年度法定福利費分（１２月～３月分）

備　　　　　　　　　　考
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予　定　額

4 .減価償却費 ８１３,４９７

5 .資産減耗費 １４１,３３５

6 .その他営業費用 ５０

2 .営業外費用 １９,０６１

1 .支払利息 １９,０５９

2 .雑支出 ２

3 .特別損失 ５００

1 .過年度損益修正損 ５００

4 .予備費 ３,０００

1 .予備費 ３,０００

２,１５４,８４９支　　出　　合　　計

款 項 目
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7 .旅費 ２５５ 出張旅費、費用弁償

8 .備消品費 １,６９５ 事務用品　他

9 .燃料費 ７８ ガス代

10 .印刷製本費 ５,１６９ 水道料金納入通知書印刷費　他

11 .通信運搬費 ７,７８８ 電話料金、水道料金納入通知書郵送料　他

12 .委託料 ４６,７６０
検針等関連業務委託料、宿日直業務委託料、企業会計
システム保守委託料、開閉栓業務委託料　他

13 .手数料 １２,４３５ 水道料金収納手数料　他

14 .使用料 １,１７７ 下水道使用料、企業会計システム使用料　他

15 .賃借料 １,２７４ コピー機リース料　他

16 .修繕費 １,０００ 機器修繕費

17 .補償金 ５０

18 .研修費 １４３ 職員研修費

19 .厚生費 ５

20 .負担金 ３７９ 日本水道協会会費、入札業務関係負担金　他

21 .保険料 ９２６ 水道賠償責任保険料、自動車損害保険料　他

22 .公課費 ２０１ 自動車重量税　他

1 .有形固定資産減価償却費 ８１３,４９７
通常分 316,142千円
長期前受分 497,355千円

1 .固定資産除却費 １４１,０３５
更新に伴い撤去する施設・管路の除却費（山城浄水
場、配水管等）

2 .たな卸資産減耗費 ３００

1 .雑支出 ５０

1 .企業債利息 １９,０５９

1 .消費税及び地方消費税 １

2 .その他雑支出 １

1 .過年度損益修正損 ５００ 水道料金還付金

1 .予備費 ３,０００

備　　　　　　　　　　考
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（１）　収　　　　入

予　定　額

1. 資本的収入 １,２５４,６６７

1 .諸分担金 ２７,９７４

1 .加入金 １７,９７４

2 .分担金 １０,０００

2 .工事負担金 ８,２１５

1 .工事負担金 ８,２１５

3 .企業債 ２４,０００

1 .企業債 ２４,０００

4 .他会計出資金 ５８９,７０２

1 .他会計出資金 ５８９,７０２

5 .他会計補助金 ８００

1 .他会計補助金 ８００

6 .国庫補助金 ３,９７６

1 .国庫補助金 ３,９７６

7 .基金繰入金 ６００,０００

1 .基金繰入金 ６００,０００

１,２５４,６６７

２．資本的収入及び支出

款 項 目

収　　入　　合　  計

－11－



（単位：千円）

1 .加入金 １７,９７４

1 .分担金 １０,０００ 水道事業分担金

1 .工事負担金 ８,２１５ 下水道工事負担金、消火栓移設等工事負担金

1 .水道事業債 ２４,０００ 水道事業債24,000千円

1 .一般会計出資金 ５８９,７０２
旧簡易水道事業企業債元金償還金分、水道管路の耐震
化事業分、基幹水道構造物の耐震化事業分　他

1 .一般会計補助金 ８００ 過疎債対策事業債元金償還分

1 .国庫補助金 ３,９７６ 地域未来交付金（デジタル実装型）

1 .基金繰入金 ６００,０００ 水道事業財政調整基金繰入金

備　　　　　　　　　　考
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（２）　支　　　　出

予　定　額

1. 資本的支出 ２,６１６,１３５

1 .建設改良費 ２,５２３,１０２

1 .原浄水設備改良費 １,８８３,８８５

2 .配水及び給水設備改良費 ６３０,２０１

3 .固定資産購入費 ９,０１６

2 .企業債償還金 ９０,０３３

1 .企業債償還金 ９０,０３３

3 .予備費 ３,０００

1 .予備費 ３,０００

２,６１６,１３５支　　出　　合　  計

款 項 目
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（単位：千円）

1 .旅費 ２５３ 工場検査旅費

2 .委託料 ２８,２２２ 吐師受水場管理本館耐震診断ほか業務委託料　他

3 .工事請負費 １,８５５,４１０ 山城浄水場更新工事　他

1 .給料 １８,４９５ 職員５名分

2 .手当 ９,８７９ 期末手当　他

3 .賞与引当金繰入額 ２,８２３ 翌年度賞与分（１２月～３月分）

4 .法定福利費 ８,４６６ 職員共済組合負担金　他

5 .法定福利費引当金繰入額 ５６６ 翌年度法定福利費分（１２月～３月分）

6 .委託料 １２８,７２４
配水管等設計業務委託料、配水管等布設工事施工管理
業務委託料、人工衛星活用漏水調査業務委託料　他

7 .工事請負費 ４６１,２４８
配水管等更新工事、木津南配水池ほか緊急遮断弁等更
新工事、舗装復旧工事　他

1 .量水器購入費 ３７９ 量水器

2 .システム購入費 ８,６３７ 水道料金システムハンディターミナル

1 .元金償還金 ９０,０３３

1 .予備費 ３,０００

備　　　　　　　　　　考
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（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー：

当年度純利益（△は当年度純損失） △ 106,391

減価償却費 813,497

固定資産除却費 141,035

引当金の増減額（△は減少） △ 234

長期前受金戻入額 △ 510,176

受取利息及び受取配当金 △ 1

支払利息 20,286

未収金の増減額（△は増加） △ 19,751

たな卸資産の増減額（△は増加） 300

前払金の増減額（△は増額） 445,190

未払金の増減額（△は減少） 188,062

　　　　　小計 971,817

利息及び配当金の受取額 1

利息の支払額 △ 20,286

業務活動によるキャッシュ・フロー 951,532

２　投資活動によるキャッシュ・フロー：

有形固定資産の取得による支出 △ 2,739,736

諸分担金等による収入 25,431

負担金による収入 7,468

一般会計からの補助金による収入 800

基金繰入による収入 600,000

前払金の増減額（△は増額） △ 90,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,196,037

３　財務活動によるキャッシュ・フロー：

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 24,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 90,033

他会計からの出資による収入 589,702

財務活動によるキャッシュ・フロー 523,669

  資金増加額（又は減少額） △ 720,836

　資金期首残高 2,069,193

　資金期末残高 1,348,357

令和８年度木津川市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）
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１　総　　　　　括

( )

( )

( )

※ （　）内は、短時間勤務職員数の外書きである。

（１）　特別職

( )

( )

( )

給　　　　　与　　　　　費　　

区分

職 員 数        　給

特別職 一般職  報　　 酬  給   　料

（人） （人） （千円） （千円）

本　　　年　　　度
5

9,199 87,313 
0 21

前　　　年　　　度
4

9,293 88,115 
15 22

比　　　　　　　較
1

△ 94 △ 802 
△ 15 △ 1

手　当　の　内　訳

区　分
扶養手当 住居手当 地域手当 通勤手当

比　較 △ 642 △ 218 800 

（千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 2,952 586 7,222 1,216 

前年度 3,594 804 6,422 936 

280 

区分

職 員 数        　給

特別職 一般職  報　　 酬  給   　料

（人） （人） （千円） （千円）

本　　　年　　　度
－

0 0 
0 －

前　　　年　　　度
－

484 0 
15 －

比　　　　　　　較
－

△ 484 0 
△ 15 －

手　当　の　内　訳

区　分
扶養手当 住居手当 地域手当 通勤手当

比　較 0 0 0 

（千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 0 0 0 0 

前年度 0 0 0 0 

0 
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　　明　　　　　細　　　　　書

  与　　　　　　　　費
法定福利費 合　　計

備 考手　　当  計

（千円） （千円） （千円） （千円）

68,787 165,299 45,015 210,314 

65,921 163,329 44,686 208,015 

2,866 1,970 329 2,299 

管理職員特
別勤務手当

管理職手当 児童手当 期末手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

賞与引当金
繰  入  分

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

126 2,928 2,095 16,435 13,556 8,698 12,973 

126 3,000 2,940 17,121 13,902 4,227 12,849 

0 △ 72 △ 845 △ 686 △ 346 4,471 124 

  与　　　　　　　　費
法定福利費 合　　計

備 考手　　当  計

（千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 0 0 

0 484 0 484 

0 △ 484 0 △ 484 

管理職員特
別勤務手当

管理職手当 児童手当 期末手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

賞与引当金
繰  入  分

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 
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（２）　会計年度任用職員以外の一般職員

( )

( )

( )

※ （　）内は、短時間勤務職員数の外書きである。

（３）　会計年度任用職員

( )

( )

( )

※ （　）内は、短時間勤務職員数の外書きである。

区分

職 員 数        　給

特別職 一般職  報　　 酬  給   　料

（人） （人） （千円） （千円）

本　　　年　　　度
1

0 87,313 
－ 21

前　　　年　　　度
0

0 88,115 
－ 22

比　　　　　　　較
1

0 △ 802 
－ △ 1

手　当　の　内　訳

区　分
扶養手当 住居手当 地域手当 通勤手当

比　較 △ 642 △ 218 800 

（千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 2,952 586 7,222 1,216 

前年度 3,594 804 6,422 936 

280 

区分

職 員 数        　給

特別職 一般職  報　　 酬  給   　料

（人） （人） （千円） （千円）

本　　　年　　　度
4

9,199 0 
－ 0

前　　　年　　　度
4

8,809 0 
－ 0

比　　　　　　　較
0

390 0 
－ 0

手　当　の　内　訳

区　分
扶養手当 住居手当 地域手当 通勤手当

比　較 0 0 0 

（千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 0 0 0 0 

前年度 0 0 0 0 

0 
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  与　　　　　　　　費
法定福利費 合　　計

備 考手　　当  計

（千円） （千円） （千円） （千円）

65,341 152,654 42,607 195,261 

62,543 150,658 42,428 193,086 

2,798 1,996 179 2,175 

管理職員特
別勤務手当

管理職手当 児童手当 期末手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

賞与引当金
繰  入  分

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

126 2,928 2,095 14,564 11,981 8,698 12,973 

126 3,000 2,940 15,285 12,360 4,227 12,849 

0 △ 72 △ 845 △ 721 △ 379 4,471 124 

  与　　　　　　　　費
法定福利費 合　　計

備 考手　　当  計

（千円） （千円） （千円） （千円）

3,446 12,645 2,408 15,053 

3,378 12,187 2,258 14,445 

68 458 150 608 

管理職員特
別勤務手当

管理職手当 児童手当 期末手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

賞与引当金
繰  入  分

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 0 

0 0 0 

1,871 1,575 0 0 

0 35 33 

0 0 1,836 1,542 

0 0 0 0 
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２　給料及び職員手当の増減額の明細

３　給料及び職員手当の状況

（１）　職員１人当たり給与

（２）　初　　任　　給

区　分 増　減　額（千円） 　　増　減　事　由　別　内　訳　　　　（千円）

給 料 △８０２

給与改定に伴う増減分

２，３２１

昇給に伴う増加分

６２４

その他の増減分

△３，７４７

手 当 ２，８６６

制度改正に伴う増減分

１，６６７

その他の増減分

１，１９９

区 分

令和８年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額 （円）

平 均 年 齢 （歳）

令和７年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額 （円）

平 均 年 齢 （歳）

区 分
事 務 職 ・ 技 術 職 技 能 労 務 職

　　　　　　　　　　　　（円） 　　　　　　　　　　　　（円）

高 校 卒 ２１３，１００ ―

大 学 卒 ２３７，６００ ―
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説 明 備 考

給料改定率

２．８２％

昇給率

０．７６％

職員の異動等によるもの

地域手当、期末手当、勤勉手当等改正

職員の異動等によるもの

事 務 職 ・ 技 術 職 技 能 労 務 職

３５５，７９１ －

４５０，６０７ －

４５．８ －

３２６，７７６ －

３８３，４５０ －

４６．８ －

一　般　会　計　の　制　度

  一  般  行  政  職  （円）   技　能　労　務　職　（円）

２１３，１００ －

２３７，６００ －
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（３）　級別職員数

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

※ （　）内は、再任用短時間勤務職員数の外書きである。

（級別の基準となる職務）

区 分
事　　務　　職　　・　

級 職 員 数 （人）

令和８年１月１日現在

１級
１

２級
１

３級
６

４級
７

５級
５

６級

７級
１

計
２１

令和７年１月１日現在

１級

２級
３

３級
７

４級
６

５級
４

６級

７級
１

計
２１

区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級

事 務 職 ・ 技 術 職 主 事 補 主 事 係 長 課 長 補 佐
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( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

　技　　術　　職 技 能 労 務 職

構 成 比 （％） 級 職 員 数 （人） 構 成 比 （％）

１級
４．８

２級
４．８

３級
２８．５

４級
３３．３

５級
２３．８

６級

７級
４．８

計
１００．０ ０ －

１級

２級
１４．３

３級
３３．３

４級
２８．６

５級
１９．０

６級

７級
４．８

計
１００．０ ０ －

５ 級 ６ 級 ７ 級

課 長 次 長 部 長
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（４）　昇給

（５）　期末・勤勉手当

区 分 合 計

本

年

度

職 員 数 （Ａ） （人） ２０

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人） １６

号 給 数 別 内 訳

１号給 （人） ０

２号給 （人） ０

３号給 （人） ３

４号給 （人） １３

６号給 （人） ０

８号給 （人） ０

比 率 （Ｂ）／（Ａ） （％） ８０．０

前

年

度

職 員 数 （Ａ） （人） ２２

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人） １５

号 給 数 別 内 訳

１号給 （人） ０

２号給 （人） １

３号給 （人） ２

４号給 （人） １２

６号給 （人） ０

８号給 （人） ０

比 率 （Ｂ）／（Ａ） （％） ６８．２

区 分
支 給 期 別 支 給 率

６月（月分） １２月（月分）

本 年 度
（　１．２２５　） （　１．２２５　）

２．３２５ ２．３２５

前 年 度
（　１．２００　） （　１．２００　）

２．３００ ２．３００

一 般 会 計 の 制 度
（　１．２２５　） （　１．２２５　）

２．３２５ ２．３２５
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代 表 的 な 職 種

事 務 職 ・ 技 術 職 技 能 労 務 職

２０ ―

１６ ―

０ ―

０ ―

３ ―

１３ ―

０ ―

０ ―

８０．０ ―

２２ ―

１５ ―

０ ―

１ ―

２ ―

１２ ―

０ ―

０ ―

６８．２ ―

支 給 率 計 職制上の段階・
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

備 考
（月分）

（　２．４５０　）
有

４．６５０

（　２．４００　）
有

４．６００

（　２．４５０　）
有

４．６５０
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（６）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（７）　地　域　手　当

（８）　特殊勤務手当

（ ）

（９）　その他の手当

区 分

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者

（月分） （月分） （月分）

支 給 率 等 ２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９

一 般 会 計 の 制 度
２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９

（支給率等）

支 給 対 象 地 域 市 内 全 域

支 給 率 （％） ８

支 給 対 象 職 員 数 （人） ２２

一般会計の指定基準に基づく支給率 （％） ８

区 分 全 職 種

給 料 総 額 に 対 す る 比 率
０．０

（％）

支 給 対 象 職 員 の 比 率
０．０

令 和 ８ 年 １ 月 １ 日 現 在 （％）

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 同 異

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同
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最 高 月 数
そ の 他 の
加 算 措 置 等

備考

（月分）

４７．７０９
定年前早期退職特例措置

（３～４５％加算）

４７．７０９
定年前早期退職特例措置

（３～４５％加算）

代 表 的 な 職 種

事 務 職 ・ 技 術 職 技 能 労 務 職

０．０ ―                   

０．０ ―                   

差 異 の 内 容
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期 間 金 額 期 間 金 額 企 業 債
一般会計
出 資 金

基 金
繰 入 金

そ の 他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

山城浄水場更新工事
 (2,225,952)
  2,504,315

令和４年度
～

令和７年度
785,073 令和８年度 1,440,879 0 522,123 900,000 18,756

山城浄水場更新工事監理業
務委託

　　(32,615)
　　 35,750

令和４年度
～

令和７年度
23,647 令和８年度 8,968 8,968

水道メーター検針等関連業
務

  　(75,747)
  　 76,746

令和７年度 12,624
令和８年度

～
令和１０年度

63,123 63,123

水道料金システムハンディ
ターミナル更新業務

     (8,637)
  　 13,840

令和７年度 0 令和８年度 8,637 8,637

船屋浄水場活性炭ろ過機緊
急設置工事

  　(70,000)
  　 70,000

令和７年度 0 令和８年度 70,000 35,000 35,000

水道施設照明ＬＥＤ化整備
事業

  　(49,350)
  　 49,350

令和８年度
～

令和１９年度
49,350 49,350

加茂地区水道施設機器更新
第３期工事
（原浄水設備改良費）

   (203,414)
　　203,414

令和８年度
～

令和1０年度
203,414 36,800 166,614

加茂地区水道施設機器更新
第３期工事
（配水及び給水設備改良
費）

   (242,892)
　　242,892

令和８年度
～

令和1０年度
242,892 23,400 219,492

給水車購入
  　(25,000)
　　 25,000

令和８年度
～

令和９年度
25,000 12,500 12,500

合　　計
 (2,933,607)
  3,221,307

821,344 2,112,263 72,700 557,123 900,000 582,440

注：(　)内の数値は支出予定額

債務負担行為に関する調書

事　　項 限 度 額

前年度末までの
支払義務発生(見込)額

当該年度以降の
支払義務発生予定額

左の財源内訳
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（単位：千円）

１．固  定  資  産

有 形 固 定 資 産

イ 土 地 3,961,205

ロ 建 物 1,316,358

減 価 償 却 累 計 額 △ 664,595 651,763

ハ 構 築 物 38,093,339

減 価 償 却 累 計 額 △ 19,293,562 18,799,777

ニ 機 械 及 び 装 置 5,292,229

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,510,928 2,781,301

ホ 車 両 運 搬 具 32,176

減 価 償 却 累 計 額 △ 26,543 5,633

ヘ 工 具 及 び 器 具 備 品 90,492

減 価 償 却 累 計 額 △ 54,407 36,085

ト 建 設 仮 勘 定 3,387

26,239,151

無 形 固 定 資 産

イ 電 話 加 入 権 839

839

投 資 そ の 他 の 資 産

イ 基 金 1,982,648

1,982,648

28,222,638

２．

現 金 預 金 1,348,357

未 収 金 331,261

△ 7,030 324,231

貯 蔵 品 18,516

前 払 金 90,000

1,781,104

30,003,742

令和８年度　木津川市水道事業会計予定貸借対照表（当年度分）

（令和９年３月３１日）

資  産  の  部

（１）

有 形 固 定 資 産 合 計

（２）

無 形 固 定 資 産 合 計

（３）

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流  動  資  産

（１）

（２）

貸 倒 引 当 金

（３）

（４）

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３．

企 業 債

イ 建 設 改 良 企 業 債 1,242,920

リ ー ス 債 務 0

修 繕 引 当 金 272,925

1,515,845

４．

企 業 債

イ 建 設 改 良 企 業 債 91,137

リ ー ス 債 務 0

未 払 金 505,375

賞 与 等 引 当 金 15,568

そ の 他 預 り 金 102,695

714,775

５．

29,103,623

△ 15,898,241

13,205,382

15,436,002

６．

自 己 資 本 金 5,192,540

5,192,540

７．

資 本 剰 余 金

イ 国 府 補 助 金 71,825

ロ 工 事 負 担 金 1,968,166

ハ 諸 分 担 金 3,469,555

ニ 受 贈 財 産 評 価 額 1,270,900

ホ そ の 他 資 本 剰 余 金 1,982,648

8,763,094

利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金 152,115

ロ 利 益 積 立 金 1,783

ハ 建 設 改 良 積 立 金 458,208

ニ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 0

612,106

9,375,200

14,567,740

30,003,742

負  債  の  部

固  定  負  債

（１）

（２）

（３）

固 定 負 債 合 計

流  動  負  債

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

流 動 負 債 合 計

繰  延  収  益

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資  本  の  部

資   本   金

（１）

資 本 金 合 計

剰   余   金

（１）

資 本 剰 余 金 合 計

（２）

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計
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（単位：千円）

１．

（１）給 水 収 益 1,192,091

（２）受 託 工 事 収 益 1

（３）他 会 計 負 担 金 1,882

（４）そ の 他 営 業 収 益 1,907 1,195,881

２．

（１）原 水 及 び 浄 水 費 743,103

（２）配 水 及 び 給 水 費 172,506

（３）総 係 費 148,969

（４）減 価 償 却 費 792,087

（５）資 産 減 耗 費 1,940

（６）そ の 他 営 業 費 用 46 1,858,651

△ 662,770

３．

（１）受 取 利 息 1

（２）下 水 道 負 担 金 51,828

（３）他 会 計 負 担 金 7,942

（４）他 会 計 補 助 金 19

（５）長 期 前 受 金 等 戻 入 497,149

（６）雑 収 益 3,510 560,449

４．

（１）支 払 利 息 20,286

（２）雑 支 出 1 20,287 540,162

△ 122,608

５．

（１）過 年 度 損 益 修 正 益 1 1

６．

（１）過 年 度 損 益 修 正 損 496 496 △ 495

△ 123,103

156,016

32,913

令和７年度　木津川市水道事業会計予定損益計算書（前年度分）

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

営   業   収   益

営   業   費   用

営　業　損　失

営  業  外  収  益

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

営  業  外  費  用

経　常　損　失

特   別   利   益

特   別   損   失

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
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（単位：千円）

１．固  定  資  産

有 形 固 定 資 産

イ 土 地 3,961,205

ロ 建 物 1,186,777

減 価 償 却 累 計 額 △ 686,495 500,282

ハ 構 築 物 36,774,641

減 価 償 却 累 計 額 △ 18,754,874 18,019,767

ニ 機 械 及 び 装 置 3,862,639

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,655,543 1,207,096

ホ 車 両 運 搬 具 32,176

減 価 償 却 累 計 額 △ 25,034 7,142

ヘ 工 具 及 び 器 具 備 品 83,589

減 価 償 却 累 計 額 △ 64,396 19,193

ト 建 設 仮 勘 定 739,262

24,453,947

無 形 固 定 資 産

イ 電 話 加 入 権 839

839

投 資 そ の 他 の 資 産

イ 基 金 2,582,648

2,582,648

27,037,434

２．

現 金 預 金 2,069,193

未 収 金 314,943

△ 10,463 304,480

貯 蔵 品 18,816

前 払 金 445,190

2,837,679

29,875,113

令和７年度　木津川市水道事業会計予定貸借対照表（前年度分）

（令和８年３月３１日）

資  産  の  部

（１）

有 形 固 定 資 産 合 計

（２）

無 形 固 定 資 産 合 計

（３）

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流  動  資  産

（１）

（２）

貸 倒 引 当 金

（３）

（４）

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３．

企 業 債

イ 建 設 改 良 企 業 債 1,310,057

リ ー ス 債 務 0

修 繕 引 当 金 272,925

1,582,982

４．

企 業 債

イ 建 設 改 良 企 業 債 90,033

リ ー ス 債 務 0

未 払 金 317,313

賞 与 等 引 当 金 15,802

そ の 他 預 り 金 102,695

525,843

５．

28,469,924

△ 15,388,065

13,081,859

15,190,684

６． 　

自 己 資 本 金 4,602,838

4,602,838

７．

資 本 剰 余 金

イ 国 府 補 助 金 71,825

ロ 工 事 負 担 金 1,968,166

ハ 諸 分 担 金 3,469,555

ニ 受 贈 財 産 評 価 額 1,270,900

ホ そ の 他 資 本 剰 余 金 2,582,648

9,363,094

利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金 152,115

ロ 利 益 積 立 金 75,261

ハ 建 設 改 良 積 立 金 458,208

ニ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 32,913

718,497

10,081,591

14,684,429

29,875,113

負  債  の  部

固  定  負  債

（１）

（２）

（３）

固 定 負 債 合 計

流  動  負  債

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

流 動 負 債 合 計

繰  延  収  益

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資  本  の  部

資   本   金

（１）

資 本 金 合 計

剰   余   金

（１）

資 本 剰 余 金 合 計

（２）

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計
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重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

1 重要な会計方針に係る事項 

 

（１） たな卸資産の評価基準及び評価方法 

先入先出法による原価法とする。 

 

（２） 固定資産の減価償却の方法 

  ・有形固定資産 

    定額法により減価償却を行う。 

    主な耐用年数  建物      １０年～５０年 

            構築物     １０年～６０年 

            機械及び装置   ８年～２０年 

            車両運搬具    ４年～６年 

            工具・器具・備品 ４年～１５年 

   

（３） 引当金の取り崩し及び計上方法 

  ・退職給付引当金 

      水道事業会計は、毎年度、京都府市町村職員退職手当組合に対して一

定の負担金を支出しており、将来においてその負担金を超える費用は

発生しないため、引当金は計上していない。 

 

・賞与引当金・法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給とそれらに係る法定福利費の支出

に備えるため、当年度末における支給見込み額に基づき、当年度の負担に

属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。 

 

・貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能と見込まれる額を

計上している。 

 

（４） 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式により処理をしている。 
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２ 予定キャッシュ・フロー計算書に係る事項 

 

予定キャッシュ・フロー計算書の作成方法 

作成方法は、間接法により作成する。 

 

３ 予定貸借対照表等に関する事項 

 

（１） 企業債に関する事項 

 貸借対照表に計上される企業債（当該年度末日の翌日から起算して１

年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれ

る額は、３３７，４０５千円である。 

 

（２） 引当金の取崩し 

 貸倒引当金を取り崩す場合、取り崩す額を貸倒引当金から減額し、同

額を未収金から減額する見込みである。 

また、翌年度６月に賞与等引当金から１５，５７３千円を取り崩し、

賞与等を支払う見込みである。 

      

４ セグメント情報 

 

セグメントの概要 

木津川市水道事業会計では、水道事業の単一セグメントのため、記載を

省略している。 

 


